
②経済支援体制の確立



授業料減免
●国立大学 ５．１万人 / １０５億円（H29実績）

※延べ人数（文部科学省調べ）

●公立大学 ０．１４万人 / ４．５億円（H29実績）
※実人数（文部科学省調べ）

●私立大学 ０．１４万人 / ５．１億円（H29実績）
※延べ人数（日本私立学校振興・共済事業団調べ）

大学院修士課程
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＊（ ）は全学生に占める対象者の割合

〔参考〕

学生数：１６．０万人
（国立） 学生数：９．５万人
（公立） 学生数：１．１万人
（私立） 学生数：５．５万人

（Ｈ２９学校基本調査）

修士全体延べ数：１７．７万人

民間団体等（公益法人・学校等）奨学金（平成２８年奨学事業に関する実態調査（ＪＡＳＳＯ））

●大学院 2.3万人/ 97億円 １人当たり 月額 3.5万円

（独）日本学生支援機構奨学金 貸与総人数：５．１万人（34.7％） / 貸与総額： ４５０億円 （H29実績）

●無利子奨学金事業：4.5万人（30.5%） /貸与総額：385億円 １人当たり月額：平均7.1万円

●有利子奨学金事業：0.6万人（4.2%） /貸与総額： 63億円 １人当たり月額：平均8.4万円

●ティーチング・アシスタント（TA） 全体数：６．３万人（４２．１％）（H28実績） ※（）内は平成28年度在学者数に対する割合

・国立大学：４．３万人（４９．３％）
・公立大学：０．３万人（３０．２％）
・私立大学：１．８万人（３２．８％） 1人当たり月額：０．７万円

１人当たり月額
・全額免除の場合：4.5万円
・半額免除の場合：2.2万円

１人当たり月額 ２．６万円

１人当たり月額 ３．１万円

●業績優秀者返還免除（H29実績） ０．７万人/８０億円 １人当たり１１６万円

■ 学生に対する経済的支援の全体像（修士課程）

●リサーチ・アシスタント（RA） 全体数：０．３２万人（２．１％）（H28実績） ※（）内は平成28年度在学者数に対する割合

・国立大学：０．２６万人（３．０％）
・公立大学：０．０４万人（４．３％）
・私立大学：０．０３万人（０．５％） １人当たり月額： ２．１万円

（平成29年度文部科学省委託事業
大学院における「第3次大学院教育振興施
策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把
握・分析等に関する調査研究 より）

（平成29年度文部科学省委託事業
大学院における「第3次大学院教育振興施
策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把
握・分析等に関する調査研究 より）
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大学院博士課程
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〔参考〕

学生数：７．４万人
（国立） 学生数：５．１万人
（公立） 学生数：０．５万人
（私立） 学生数：１．９万人

（Ｈ２９学校基本調査）

●ティーチング・アシスタント（TA） 全体数：１．３万人（１９．０％）（H28実績） ※（）内は平成28年度在学者数に対する割合

・国立大学：０．９万人（２０．１％）
・公立大学：０．１万人（１９．２％）
・私立大学：０．３万人（１６．２％） １人当たり月額：１．０万円

●リサーチ・アシスタント（RA） 全体数：０．９１万人（１３．３％）（H28実績） ※（）内は平成28年度在学者数に対する割合

・国立大学：０．７７万人（１６．６％）
・公立大学：０．０３万人（６．６％）
・私立大学：０．１１万人（６．４％） １人当たり月額： ３．８万円

●フェローシップ（日本学術振興会特別研究員事業（DC）） 対象人数０．４３万人/１０３億円（H30予算） １人当たり月額２０万円

博士全体延べ数：７．０万人

民間団体等（公益法人・学校等）奨学金（平成２８年奨学事業に関する実態調査（ＪＡＳＳＯ））

●大学院 2.3万人/ 97億円 １人当たり 月額 3.5万円

（独）日本学生支援機構奨学金 貸与総人数：０．７万人（14.8％） / 貸与総額： ８８億円 （H29年実績）

●無利子奨学金事業：0.7万人（13.7％） /貸与総額：82億円 １人当たり月額：10.4万円

●有利子奨学金事業：0.1万人（1.1％） /貸与総額： 6億円 １人当たり月額：9.9万円

●業績優秀者返還免除（H29実績） ０．１万人/２１億円 １人当たり２４５万円

＊（ ）は全学生に占め
る対象者の割合

■ 学生に対する経済的支援の全体像（博士課程）

授業料減免
●国立大学 ３．５万人 / ７７億円（H29実績）

※延べ人数（文部科学省調べ）

●公立大学 ０．０５万人 / １．６億円（H29実績）
※実人数（文部科学省調べ）

●私立大学 ０．０５万人 / １．７億円
※延べ人数（H29実績）（日本私立学校振興・共済事業団調べ)

１人当たり月額
・全額免除の場合：4.5万円
・半額免除の場合：2.2万円

１人当たり月額 ２．８万円

１人当たり月額 ３．１万円

（平成29年度文部科学省委託事業
大学院における「第3次大学院教育振興施
策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把
握・分析等に関する調査研究 より）

（平成29年度文部科学省委託事業
大学院における「第3次大学院教育振興施
策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把
握・分析等に関する調査研究 より）
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受給なし

26,645 人
52.2%

60万円未満

12,723 人
24.9%

60～120万円未満

3,805 人
7.5%

120～180万円未満

2,233 人
4.4%

180～240万円未満

1,435 人
2.8%

240万円以上

3,891 人
7.6%

支給額不明

292 人
0.6%

(n=51,024)

生活費相当額受給者
5,326人
10.4％

財源区分別生活費相当額受給者数
（主なもの）

出典：平成25年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業
「博士課程学生の経済的支援状況と進路実態に係る調査研究」

（平成26年5月 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）

博士課程学生一人あたりの支給額

※ 回答から漏れていた特別研究員（ＤＣ）の受給者が「受給なし」に分類されていたため、実際は
年間240万円を受給しているものと仮定して、補正している。

 平成２７年度時点で、生活費相当額（年間１８０万円以上）の経済的支援の受給者は、博士課程（後期）学生全
体の１０．４％。なお、科学技術基本計画では「博士課程（後期）在籍者の２割程度が生活費相当額程度を受給
できることを目指す」とされている。

 生活費相当額の受給者の半数以上が特別研究員（ＤＣ）受給者。

（※受給額には、授業料減免措置を含む。）

平成24年度時点

平成27年度時点

※貸与型奨学金を除く

財源名 受給者数

特別研究員（ＤＣ） 2882人

博士課程教育リーディングプ
ログラム

637人

運営費交付金等 320人

国費留学生 218人

民間団体（企業等）等の奨学
金制度（返済不要のもの）

191人

科学研究費助成事業 33人

■ 博士課程学生の経済的支援の状況（受給額別）
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支援なし

40,002人
54.1%60万円未満

17,350人
23.5%

60万円以上

120万円未満

5,228人
7.1%

120万円以上

180万円未満

3,527人
4.8%

180万円以上

240万円未満

1,920人
2.6%

240万円以上

5,607人
7.6%

受給額不明

341人
0.5%

(n=73,975)

生活費相当額受給者
7,527人
10.2％

出典：
平成28年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業

「博士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究」
（平成29年3月 株式会社インテージリサーチ）
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全体

(n=73,975)

課程学生

(n=36,674)

社会人学生

(n=22,224)

外国人学生

(n=13,770)

社会人・外国人学生

(n=965)

不明

(n=310)

50.9

21.5

74.9

10.4

17.5

57.0

20.5

21.8

16.1

22.3

15.9

20.9

6.9

10.7

3.0

17.9

17.9

5.6

8.0

14.5

1.9

20.6

25.5

6.3

5.2

10.2

0.6

18.4

16.1

3.6

8.0

20.3

1.5

8.9

5.3

6.4

0.6

0.9

1.9

1.4

1.8

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=51,024)

課程学生

(n=7,481)

社会人学生

(n=6,272)

外国人学生

(n=3,038)

社会人・外国人学生

(n=491)

不明

(n=33,742)

支援なし

60万円未満

60万円以上

120万円未満

120万円以上

180万円未満

180万円以上

240万円未満

240万円以上

受給額不明

■ 博士課程学生の経済的支援の状況（学生種別）

何らかの給付型の経済的支援を受けた者の割合が約５％増加。
本調査では、社会人学生の７割以上が経済的支援がないが、これらの中には在職中の者で所属先の

企業から給与等を受け取っている者も含まれると推測される。

博士課程学生の経済的支援の受給額【学生種別】
（※受給額には、授業料減免措置を含む。）

前調査（平成24年度時点） 本調査（平成27年度時点）

出典：平成28年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業
「博士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究（概要速報版）」（インテージリサーチ）

※貸与型奨学金を除く
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■ 博士課程学生の研究への貢献

出典：科学における知識生産プロセスの研究－日本の研究者を対象とした大規模調査からの基礎的発見事実－
平成22年10月 科学技術政策研究所／一橋大学イノベーション研究センター共同研究チーム

19.0%

25.0%

大学院生は、25％の論文の筆頭著者に名を連ねており、高被引用度論文においても約２割の論文の
筆頭著者は大学院生であり、我が国における研究開発やイノベーション創出の原動力となっている。

優秀な博士課程学生は、学部生のように授業料を修めて教育を受けるだけの存在ではなく、教員や
他の研究者などと協働し、主体的に大学の研究力強化の一翼を担う重要な研究者であるため、研究
に専念できるようにすることが必要。

■ 博士課程学生及びポストドクターが論文の筆頭著者として関与する割合
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2019年度要求・要望額 ： 17,248百万円
（前年度予算額 ： 15,857百万円）

※運営費交付金中の推計額

特別研究員
（ＤＣ）

特別研究員
（ＲＰＤ）

特別研究員
（ＰＤ）
（ＳＰＤ）

【対象：博士の学位取得者、 研究奨励金：年額 4,344千円（PD）、5,352千円（SPD）、 採用期間：3年間】
○ 博士の学位取得者で優れた研究能力を有する者（PD）及び世界最高水準の研究能力を有する者（SPD）が、大学等の研究機関で

研究に専念し、 研究者としての能力を向上できるよう支援
○ 支援人数 PD： 1,000人⇒1,167人（新規 342人→472人）、処遇改善 研究奨励金（年額）4,344千円⇒4,488千円（4,344百万円

⇒5,237百万円）
SPD： 36人⇒36人（新規 12人→12人）（193百万円⇒193百万円）

【対象：出産・育児による研究中断から復帰する博士の学位取得者、 研究奨励金：年額 4,344千円、 採用期間：3年間】
○ 博士の学位取得者で優れた研究能力を有する者が、出産・育児による研究中断後、円滑に研究現場に復帰することができるよう、

大学等の研究機関で研究に専念し、研究者としての能力を向上できるよう支援
○ 支援人数 214人⇒214人（新規 75人→75人）、処遇改善 研究奨励金（年額）4,344千円⇒4,488千円（930百万円⇒960百万円）

【対象：博士課程（後期）学生、研究奨励金：年額 2,400千円、採用期間：3年間（DC1）、2年間（DC2）】
○ 優れた研究能力を有する博士課程（後期）学生が、経済的に不安を感じることなく研究に専念し、研究者としての能力を向上できる

よう支援
○ 支援人数 4,293人⇒4,293人 （新規 1,778人→1,847人）、処遇改善 研究奨励金（年額）2,400千円⇒2,508千円（10,303百万円

⇒10,767百万円）

優れた若手研究者に対して、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題等を選びながら研究に専念する機会を
与えるため、特別研究員として採用・支援することで、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者の養成・確保を図る。

「第５期科学技術基本計画」（平成28年1月22日閣議決定）（抜粋）
第４章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化
（1）①知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進
ⅰ）若手研究者の育成・活躍促進

・ 国は、若手研究者が研究能力を高め、その能力と意欲を最大限発揮できるための研究費支援等の
取組を推進する。

ⅲ）大学院教育改革の推進
・ 国は、各機関の取組を促進するとともに、フェローシップの充実等を図る。これにより、「博士課程

（後期）在籍者の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」との第３期及び第４期基
本計画が掲げた目標についての早期達成に努める。

（1)②人材の多様性確保と流動化の促進
ⅰ）女性の活躍促進

・ 多様な視点や優れた発想を取り入れ科学技術イノベーション活動を活性化していくためには、女性
の能力を最大限に発揮できる環境を整備し、その活躍を促進していくことが不可欠である。

博
士
課
程
学
生

ポ
ス
ト
ド
ク
タ
ー

■特別研究員終了後の就職状況
平成29年4月1日現在

「統合イノベーション戦略」（平成30年6月15日閣議決定）（抜粋）
第３章 知の創造

「知の創造」のためには、その担い手である大学や研究機関、研究人材を抜本的に強化し、世界トッ
プレベルに引き上げるとともに、諸外国の先進事例なども参考に、限られた資源の中で、最大限効率
的・効果的に推進するため、弛まぬ研究開発マネジメント改革を行っていく必要がある。（中略）若手
研究者の活躍機会の創出、人材流動性向上、競争的研究費の一体的な見直し、国際化等の対応を
急ぐ必要がある。

参 考⇒約９割が常勤の研究職に就職

事業の概要

・ＤＣ採用終了から10年経過後・ＰＤ採用終了から５年経過後

■ 特別研究員事業
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■ 特別研究員の人数の推移
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大学院で専攻する学問分野での顕著な成果や発見・発明等の業績を総合評価することにより、我が
国のあらゆる分野で活躍し、発展に貢献する中核的人材を育成するとともに、大学院進学のインセン
ティブを高める。

➢ 対象 ： 大学院（修士課程、博士課程）で無利子奨学金の貸与を受けた者のうち、在学中に特に

優れた業績を挙げたと認められる者

➢ 免除される額 ： 貸与を受けた学資金の全部又は一部（推薦上位1/3は全額、その他は半額）

➢ 免除の規模 ： 貸与期間が終了する者の数の100分の30以下

日本学生支援機構
（業績優秀者免除認定委員会）

※①一定割合の免除推薦枠を設定
※④推薦を基に免除者を決定

大学院
（学内選考委員会）

※③学内選考基準に沿って、審査・選考
を実施（専攻分野間のバランスに配慮）

奨学生

【選考手続】

【目的】

【概要】

①免除推薦依頼

③免除候補者を推薦

④免除決定通知

②免除申請 ⑤免除決定通知

■ 特に優れた業績による返還免除制度（業績優秀者返還免除制度）の概要
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